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基本目標 6 安全で快適に暮らし続けられるまち（都市基盤・防災防犯） 
 

 ありたい姿  

町民と行政が協力し、社会基盤、生活基盤の維持・整備を進め、安全に快適に暮らし続けられる人口規

模に見合った効率的でコンパクトなまちとなっている 

 

 施策の方向性  

快適に暮らせる社会基盤は、住み続けられるまちとなるために最低限必要なことです。また、社会基盤

があるからこそ、地域づくり活動を行えます。 

町民と行政が協力し、社会基盤の維持・整備を進めるとともに、防災・減災、防犯、交通安全にも取り

組み、安全で快適な暮らしができるまちにします。 

 

 成果指標  

施策 指標名 単位 
基準 

（令和６年度） 
目標 

（令和 12 年度） 

6-1 
「利便性が高く、快適に生活できるまち」だと思う町民の

割合 
% 20.6 30.0 

6-2 
「地域ぐるみで災害への備えが行われている」と思う町

民の割合 
% 20.8 25.0 

6-3 
交通事故件数 件/年 29 20 

刑法犯発生件数 件/年 31 20 
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施策 6-1 都市基盤の整備・維持 

   

（１） 現状と課題 

本町では、人口減少と財政制約の中で、老朽化した道路や橋梁、上下水道等の維持管理が大きな

課題となっています。拠点となる地域に居住誘導を進めるとともに公共交通とも連携することで人

口減少に対応できる都市構造に転換してくことが求められます。また、空き地・空き家の増加や景

観の乱れ等、まちなみや風景の保全が課題となっており、計画的な都市基盤整備と継続的な管理が

必要です。 

 

（２） 施策の方向性 

6-1-1 
人口減少に対応した

都市基盤の整備推進 

人口減少と財政制約に対応し、持続可能で効率的な都市構造を形

成するため、立地適正化計画に基づく居住誘導と公共施設の集約化

を進めます。あわせて、土地利用の秩序化や防災・景観面に配慮し

た都市計画を推進します。 

6-1-2 

インフラの計画的維

持・更新と公共交通

の確保 

生活基盤を支える道路・橋梁・上下水道等のインフラについては

優先順位をつけながら計画的に維持していきます。また、地域交通

の持続性を確保するため、運行形態や運行状況を細かく見直し改善

を続けます。 

6-1-3 
魅力ある住環境・ 

景観の形成 

安全で快適に暮らせる住環境を維持・創出するため、宅地・住宅

整備、公園・緑地の管理充実、良好な景観形成等を図ります。 

 

（３） 進捗管理指標 

指標名 単位 
基準 

（令和６年度） 

目標 
（令和 12 年度） 

担当課 

町道の改良率 % 44.2 44.7 建設水道課 

町営バス、デマンド型乗合タクシーの利用者数 人/年 18,167 15,000 まちづくり政策課 

公共交通に係る町民 1 人あたりの行政支出額 円/年 1,400 1,600 以下 まちづくり政策課 

上水道有収率 % 84.6 88.8 建設水道課 
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（４） 主な取組 

6-1-1 人口減少に対応した都市基盤の整備推進 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6111 

立地適正化と都市構造の再編 
・★立地適正化計画の策定による居住誘導区域・都市機能誘導区域の設定と運用 

・防災・医療・交通・商業等の生活利便機能の誘導と拠点形成 

・無秩序な開発抑制と、地形・災害リスクを踏まえた土地利用規制 

建設水道課 

6112 

公共施設の再配置と土地利用の最適化 
・公共施設等総合管理計画と連動した施設の再配置・複合化 

・空き地・空き家の適正管理 

・未利用地・遊休施設の利活用による市街地の再生促進 

建設水道課 

まちづくり政策課 

 

6-1-2 インフラの計画的更新と公共交通の確保 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6121 

道路・橋梁の長寿命化と予防保全 
・★道路・橋梁の長寿命化計画に基づく点検・補修・改良の計画的実施 

・老朽化施設の更新優先順位付けと財政健全化の両立 

・★ドローンや AI 診断技術等を活用したインフラ DX の推進 

建設水道課 

6122 

地域公共交通の維持・改善・確保 
・地域公共交通協議会による運行ルート・ダイヤの見直し 

・乗合デマンドタクシー・町営バス川島線の継続運行 

・★町営バス飯沼線の定時定路線化および AI デマンド交通の導入 

・交通弱者の移動支援や運賃助成制度の導入検討 

建設水道課 

6123 

上下水道の適正な維持・管理 
・★上水道有収率の向上、管路更新、下水道処理施設の再構築 

・辰野町水道事業整備計画による経営戦略の見直し 

・広域連携・官民連携による効率的な施設維持管理の検討 

建設水道課 

 

6-1-3 魅力ある住環境と景観の形成 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6131 

安全で快適な住環境の確保 
・建築確認・宅地開発における環境・防災配慮の徹底 

・定住促進奨励金・住宅リフォーム補助の活用支援 

・宅地造成・住宅建設における景観・緑地の確保 

建設水道課 

6132 

公園・緑地の整備と維持管理 
・公園・緑地のバリアフリー化と利用環境の改善 

・定期点検・危険遊具の撤去・安全基準への適合化 

・★町民・企業・学校による「花と緑のまちづくり」活動の推進 

建設水道課 

61３3 

景観・まちなみの保全と創出 
・屋外広告物の点検・指導による景観美の維持 

・町内景観資源の保全と景観形成重点地区の設定 

・空き店舗・歴史的建造物等の活用によるまちなみ再生 

まちづくり政策課 

 
 
 

関連する分野別計画 

●都市計画マスタープラン      ●橋梁長寿命化修繕計画 

●地域公共交通計画       ●「水循環・資源循環のみち 2022」構想 

●水道ビジョン        ●水道事業経営戦略 

●上水道事業経営戦略       ●公共下水道事業計画 

●特定環境保全公共下水道事業計画    ●下水道事業経営戦略 

●下水道ストックマネジメント計画    ●景観計画 

●都市公園長寿命化計画      ●公営住宅等長寿命化計画  
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施策 6-2 自然災害の被害を最小限に抑制する体制の構築 

（５）      

（１） 現状と課題 

本町は、天竜川流域に位置し、台風・豪雨による洪水や土砂災害のリスクを抱えています。近年

は気候変動の影響で、局地的豪雨や水害の頻発化が懸念されています。地震・風水害等の多様な自

然災害に備えるため、防災無線や LINE、防災メール等の多重的な情報伝達手段の整備が進められて

います。 

一方で、住民の防災意識には格差があり、危険なエリアや危険な建物の存在を共有することが必

要です。地域防災組織や TTT（辰野助け隊）を中心とした共助体制の強化が求められます。 

 

（２） 施策の方向性 

6-2-1 防災・減災の推進 

自然災害から町民の生命と財産を守るため、ハード・ソフト両面

から防災・減災を推進します。防災無線や ICT を活用した情報伝達

体制の強化、耐震化支援、地域訓練による防災力向上を図ります。 

6-2-2 
発災直後の初動対応

支援 

災害発生後の被害を最小限にとどめ、迅速に復旧・復興を進める

ため、行政・地域・関係機関の連携体制を整備します。被災者支援

や生活再建のための仕組みづくり、人材育成、情報共有体制の充実

を図ります。 

 

（３） 進捗管理指標 

指標名 単位 
基準 

（令和６年度） 

目標 
（令和 12 年度） 

担当課 

防災訓練参加率 % 
39.7 

（令和７年度*） 
50.0 総務課 

住民参加型防災マップの作成 区 10 
17 

（累計） 
総務課 

災害協定締結団体数 団体 40 45 総務課 

*令和６年度は台風の影響で防災訓練が中止であったため、令和７年度の数値を基準値とする 
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（４） 主な取組 

6-2-1 防災・減災の推進 【総合戦略対応施策】 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6211 

自然災害対策の実施 
・砂防堰堤・急傾斜地対策等、県・国との連携による土砂災害対策事業の推進 

・河川改修、排水施設・防護柵等の整備による浸水被害の軽減 

・気候変動を踏まえた雨量観測・ハザードデータの更新と共有 

・★住宅地近辺の危険地区の巡視、ハザードマップの周知 

建設水道課 

総務課 

6212 

情報伝達・防災 DX の強化 
・★防災行政無線の保守・更新および IP 無線の導入 

・WEB、LINE 公式アカウント、「ほたるねっと」等の複数媒体による災害情報発信 

・★気象・河川情報の自動収集・可視化（防災ダッシュボード化） 

総務課 

まちづくり政策課 

6213 

地域防災力の向上 
・地区単位の防災訓練・防災リーダー研修の実施 

・住民・自治会による防災マップ・避難行動計画（タイムライン）の作成支援 

・★消防団や TTT（辰野助け隊）・自主防災組織と連携した実動訓練の実施 

・地域住民による主体的な避難所開設運営訓練等の継続的な実施 

・要配慮者支援名簿に基づく見守り・避難支援体制の整備 

総務課 

保健福祉課 

6214 

建築物の安全・老朽対策 

・住宅の耐震診断・耐震改修への補助制度の継続 

・災害危険区域における建築行為への事前指導と防災指針の周知 

・★危険・管理不全空き家の把握・除却支援（危険建物対策補助） 

建設水道課 

総務課 

6215 

危機管理体制の充実 
・ハザードマップの定期改訂と全戸配布、学校・企業への周知 

・避難所開設手順書・備蓄計画の見直し（物資・トイレ・電源等） 

・防災関係機関（消防・警察・自衛隊・県）との連携強化 

総務課 

 

6-2-2 発災直後の初動対応支援 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6221 

発災直後の初動対応を担う人材の確保 

・災害ボランティア登録制度の整備と研修実施 

・職員・地域リーダーへの災害対応研修（情報伝達・避難所運営）の継続 
総務課 

6222 

被災者生活再建支援体制の構築 
・罹災証明・見舞金・生活再建支援金の迅速交付体制の構築 

・福祉部門・社会福祉協議会と連携した被災者相談・支援窓口の整備 

・災害時における福祉避難所・避難所の指定と物資供給体制の整備 

保健福祉課 

 
 
 

関連する分野別計画 

●地域防災計画        ●耐震改修計画 

●国民保護計画        ●公共施設等総合管理計画 

●災害時受援計画        ●水防計画 

●災害廃棄物処理計画 
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施策 6-3 町民同士でつくる安全な地域づくり 

（６）     

（１） 現状と課題 

本町では、防犯パトロールや交通安全運動、消防団活動等の地域に根ざした安全活動が行われてい

ますが、少子高齢化や地域組織の担い手不足により、防犯・防火活動の継続が課題となっています。 

また、特殊詐欺や悪質商法等の新たな犯罪形態への対応も求められています。さらに、高齢者の交

通事故防止や住宅密集地での火災対策等、日常生活に密着した安全確保を地域ぐるみで進める必要

があります。 

 

（２） 施策の方向性 

6-3-1 地域防犯の推進 

犯罪や迷惑行為のない安全な地域を実現するため、防犯カメラの設

置、防犯灯の設置・更新等の地域防犯組織の活動を支援します。ま

た、情報発信の強化、警察・学校・地域の連携により、地域ぐるみ

の防犯体制を構築します。 

6-3-2 
消費者被害・詐欺の

防止 

高齢者を中心に増加する悪質商法や特殊詐欺を防ぐため、警察・県

消費生活センターと連携した啓発と相談体制を強化します。また、

地域や学校での消費者教育を推進し、誰もが安心して暮らせる地域

環境を整えます。 

6-3-3 交通安全の推進 

交通事故のない安全なまちを目指し、交通安全教育と啓発を推進し

ます。また、通学路や生活道路等の危険箇所を点検・改善し、高齢

者や児童を守る交通安全対策を関係機関と連携して進めます。 

6-3-4 
防火・消防体制の 

充実 

地域の防火体制を強化し、火災や災害時に迅速に対応できる体制を

整えます。また、消防団の活動支援や消防施設・資機材の整備を進

め、地域防災組織との協働により防火意識の向上を図ります。 

 

（３） 進捗管理指標 

指標名 単位 
基準 

（令和６年度） 

目標 
（令和 12 年度） 

担当課 

防犯情報配信件数（LINE・メール・HP） 件/年 6 10 住民税務課 

青色防犯パトロール実施回数 件/年 63 53 総務課 

町内交通事故件数 件/年 29  20 総務課 

街頭での交通安全指導実施回数 件/年 9 9 総務課 

火災発生件数 件/年 50  0 総務課 
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（４） 主な取組 

6-3-1 地域防犯の推進 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6３１1 

防犯意識の向上と情報共有の促進 
・警察、防犯協会との連携による防犯講習会や町公式 LINE・防災メール等による 

不審者情報の提供 

・防犯カメラ設置の支援 

総務課 

6312 

地域防犯組織の活動支援 
・★防犯協会への支援 

・防犯灯の設置・更新の促進 

・警察・学校・PTA・自治会等との連携による地域安全ネットワークの形成 

総務課 

 

6-3-2 消費者被害・詐欺の防止 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6321 

消費生活相談・見守り体制の充実 
・★辰野町消費生活相談窓口の周知と相談体制の強化 

・長野県消費生活センター、警察との情報共有による連携強化 

・高齢者を対象とした悪質商法・特殊詐欺被害防止啓発の実施 

住民税務課 

6322 

消費者教育の推進 
・学校・公民館等での出前講座の実施 

・消費者トラブル事例を活用した啓発教材の配布 

・地域での「見守りネットワーク」形成による早期発見の支援 

住民税務課 

 

6-3-3 交通安全の推進 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6331 

交通安全意識の醸成 
・４月から１２月の交通安全運動の実施 

・高齢者・児童向け交通安全教室の実施 

・交通安全クラブ、交通安全協会との連携による啓発活動 

総務課 

子育て応援課 

6332 

危険個所の改善 

・通学路・生活道路の危険箇所点検と安全施設整備 

・道路照明・標識・カーブミラー等の設置更新 

・警察・道路管理者・学校と連携した交通安全計画の策定 

建設水道課 

 

6-3-4 防火・消防体制の充実 

№ 取組・事業（★：戦略事業、★：注力事業） 担当課 

6341 

消防施設・資機材の整備 
・消火栓・防火水槽・ホース・消防ポンプ等の整備・更新 

・消防団屯所の改修や車両・装備の更新支援 

・地域の小規模消火資機材の配備促進 

総務課 

6342 

地域に根ざした消防団活動の支援 
・消防団訓練の実施 

・女性消防団員・機能別団員の活用促進 

・地域自主防災組織との連携による防火啓発活動の展開 

総務課 

 
 
 

関連する分野別計画 

－ 

  


